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はじめに 

2018 年 10 月上旬に最低賃金が改定された。九州・沖縄地区（以下、九州）の８県では、福岡県の

814円（＋25円）を最高額として、鹿児島県は761円（＋24円）、その他６県は762円（＋25円）と、

最低賃金が時給で決まるようになった2002年度以降、各県とも３年連続で20円以上の引き上げとな

り、引き上げ額・率ともに過去最高となった。日本全体で見れば、家計所得増加による消費喚起に期

待が寄せられているが、人件費上昇に直面する企業にとっては大きな負担になる。 

そこで、帝国データバンク福岡支店は、最低賃金改定に関する企業の取り組み状況や見解について、

九州に本社を置く企業を対象に調査を実施した。なお、本調査は「ＴＤＢ景気動向調査」（2018 年９

月調査）とともに行ったもので、最低賃金改定に関する調査は2016年９月以来、２年ぶり。 

調査期間は2018年９月13日～９月30日、調査対象は1838社で、有効回答企業数は696社（回答

率37.9％）。全国調査分から九州の企業を抽出・分析した。 

特別企画 ： 最低賃金改定に関する九州企業の意識調査(2018年) 

給与体系「見直した」が53.2％で全国トップ 
～ 引き上げ額は約５割が「妥当」と認識 ～ 

調査結果（要旨） 

1. 最低賃金の改定を受けて自

社の給与体系を「見直した

（検討している）」企業の割

合 は 53.2 ％ と 、 全 国

（44.0％）を9.2ポイント

上回り、全国10ブロックの

最高に。前回調査（2016年）

からも 12.5 ポイント増加

した 

2. 従業員採用時の最低時給は平均924円。業界別では『金融』が1033円で最高、『小売』が881円

で最低。800 円台の『製造』『農・林・水産』では給与体系を「見直した（検討している）」企業

の割合が６割を上回るなど、底上げを図る動きがみられた 

3. 最低賃金の引き上げ額について「妥当」と回答した企業の割合が49.9％にのぼり、「高い」（11.2％）

を大きく上回った。「妥当」と回答した企業の割合は前回調査から4.1ポイント増加 

4. 最低賃金の引き上げによる今後の消費回復効果を「ある」と回答した企業は 12.4％にとどまっ

た。全国10ブロックでトップながら、懐疑的な見解が大半を占めた 

■ 給与体系見直しの有無
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１．給与体系「見直した」が53.2％で全国10ブロックのトップ 

最低賃金の改定を受けた自社の給与体系に関する見直しの有無 1 を尋ねたところ、「見直した（検討

している）」と回答した企業が696社中370社（構成比53.2％）にのぼった。構成比は全国（44.0％）

を9.2ポイント上回り、全国10ブロック別では『北陸』（48.6％）を上回って最高となった。２年前

の最低賃金引き上げ時（40.7％）と比べても12.5ポイント増加しており、企業経営に大きな影響を及

ぼす改定だったことがうかがえる。 

「見直した（検討している）」と回答した企業の割合を規模別にみると、「大企業」（53.1％）と「中

小企業」（53.2％）はほぼ拮抗している。ただし、「小規模企業」が43.6％にとどまっている点を踏ま

えると、中堅・中小企業への影響が大きい実態が見て取れる。 

 

                            
1 給与体系の見直しについて、正社員、非正社員（パートタイマー、アルバイト、臨時、嘱託など）の雇用形態は問わず、回

答を求めた。 

（構成比％、カッコ内社数）

44.0 (4,287) 40.0 (3,898) 16.0 (1,561) 100.0 (9,746)

53.2 (370) 32.5 (226) 14.4 (100) 100.0 (696)

53.1 (68) 28.1 (36) 18.8 (24) 100.0 (128)

53.2 (302) 33.5 (190) 13.4 (76) 100.0 (568)

うち小規模 43.6 (92) 38.9 (82) 17.5 (37) 100.0 (211)

63.6 (7) 27.3 (3) 9.1 (1) 100.0 (11)

40.0 (4) 20.0 (2) 40.0 (4) 100.0 (10)

47.8 (66) 39.1 (54) 13.0 (18) 100.0 (138)

51.9 (14) 29.6 (8) 18.5 (5) 100.0 (27)

61.3 (87) 28.2 (40) 10.6 (15) 100.0 (142)

51.1 (89) 29.9 (52) 19.0 (33) 100.0 (174)

54.8 (17) 25.8 (8) 19.4 (6) 100.0 (31)

61.5 (24) 30.8 (12) 7.7 (3) 100.0 (39)

50.4 (62) 38.2 (47) 11.4 (14) 100.0 (123)

0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (1) 100.0 (1)

49.3 (135) 35.0 (96) 15.7 (43) 100.0 (274)

51.3 (20) 35.9 (14) 12.8 (5) 100.0 (39)

56.7 (38) 29.9 (20) 13.4 (9) 100.0 (67)

63.0 (58) 26.1 (24) 10.9 (10) 100.0 (92)

41.1 (23) 37.5 (21) 21.4 (12) 100.0 (56)

60.4 (32) 24.5 (13) 15.1 (8) 100.0 (53)

54.5 (36) 33.3 (22) 12.1 (8) 100.0 (66)

57.1 (28) 32.7 (16) 10.2 (5) 100.0 (49)

注1：網掛けは、ブロック全体以上を表す

注2：全国の母数は有効回答企業9,746社。九州は696社

金融

サービス

その他

運輸・倉庫

不動産

製造

卸売

小売

見直した
（検討している）

見直していない

（検討していない）
分からない 合計

建設

九州

大企業

中小企業

農・林・水産

全国

宮崎

鹿児島

沖縄

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

■ 給与体系見直しの有無 
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２. 従業員採用時の最低時給は平均924円、『金融』が最高、『小売』が最低 

 従業員を採用するときの最も低い時給を尋ねたところ、全体平均は約 924円となった。業界別（母数

10社以上に限る）にみると、『金融』が1033円と唯一 1000円を上回ったのに対し、『小売』（881円）、『製

造』（884円）、『農・林・水産』（893円）、『不動産』（896円）では900円を下回った。 

さらに、前項で尋ねた給与体系見直しの有無と照らし合わせてみると、『金融』はもともと水準が高

いため給与体系を見直した企業の割合は４割にととまったが、水準の低い『製造』は 61.3％、『農・

林・水産』も63.6％と高位を示しており、底上げを図る必要があった企業が多かった可能性が指摘で

きる。また、正社員の人手不足感の強い 2 『建設』（947円）、『サービス』（937円）では給与体系を「見

直した」企業の割合はそれぞれ 47.8％、50.4％と５割前後だったのに対し、『小売』は 54.8％、『運

輸・倉庫』（903円）は61.5％に達しており、人手不足にともなう労働力の定着・確保を目的とした給

与体系の見直しが行われている実態も見て取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

３. 引き上げ額は「妥当」が49.9％、肯定的な意見が大勢を占める 

 今回の最低賃金の引き上げ額は、労働者やその家族が最低限度

の生活を維持していくうえで、妥当と思うかを尋ねたところ、「妥

当」と回答した企業が347社（構成比49.9％）にのぼり、構成比

は「高い」（11.2％）を大きく上回った。もっとも、およそ４分の

１が「分からない」と回答するなど、判断しかねている側面はあ

るにせよ、「低い」（15.4％）を含めて肯定的な意見が優勢となっ

た。 

 「妥当」と回答した企業の割合は、２年前の最低賃金引き上げ

時（45.8％）から4.1ポイント増加。「低い」は0.3ポイント減少

したものの、人手不足が深刻化するなかにあって、ここ数年の最

低賃金改定に対する理解が進んでいると言えよう。 

                            
2 帝国データバンク福岡支店『人手不足に対する九州企業の動向調査（2018年７月調査）』2018年９月５日発表 

■ 採用時の最低時給 ～業界別～ 

■ 引き上げ額の妥当性 
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４. 消費回復への効果「ある」は全国トップながら12.4％にとどまる 

今回の最低賃金の引き上げは、今後の消費回復に効

果があるかを尋ねたところ、「ない」と回答した企業

が330社（構成比47.4％）にのぼった。「分からない」

も280社（同 40.2％）と４割に達しており、大半の企

業が効果に懐疑的な見方を示した。 

他方、「ある」と回答した企業は86社（同 12.4％）

と、構成比は全国（9.0％）を上回って10ブロック中の

最高ながら、２年前の最低賃金引き上げ時（13.8％）か

ら 1.4 ポイント減少した。前項目で明らかになった企

業の“理解”は、最低賃金を引き上げることで消費を生

み出し、名目国内総生産（ＧＤＰ）を押し上げるとする

政策に対してではなく、労働者の定着・確保に対応する

ための引き上げ幅として容認できるという色合いが強

いことが指摘できる。 

 

まとめ 

2018 年度の最低賃金改定を受けて給与体系を見直した九州企業の割合が 53.2％と半数を上回るこ

とが分かった。「最低賃金を下回る非正社員がいる」（熊本県／建材・家具卸）、「最低賃金を下回らな

いようにするため」（宮崎県／飲食料品製造）といった声を想定していたが、改定後の最低賃金を下回

らない企業でも「人手不足解消と離職防止のため」（熊本県／運輸・倉庫）、「非正社員の募集単価を上

げていかないと応募がない」（大分県／専門商品小売）、「他企業と同等レベルにしておきたい」（長崎

県／化学品卸）など労働力の定着・確保に向けた「会社からの待遇アピール」（福岡県／メンテナンス・

警備・検査サービス）の機会とした企業が多かった。 

最低賃金の引き上げ額は「妥当」との回答割合が約５割にのぼっている。肯定的な意見が大勢を占

めたのも、多くの企業が人手不足への対応策として賃金引き上げを実施してきたことが大きく影響し

ている。 

 他方、本稿においては、回答企業の業界・業種別の偏りを排除しきれないため、県別の最低賃金と

“従業員採用時の最低時給”を比較していない。企業からも「最低賃金は一律ではなく、工種によっ

て変える必要がある」（佐賀県／建設）、「県単位では無理があり、業種による差があっても良いので

はないか」（佐賀県／繊維製品・服飾品卸）など、都道府県別に設定されている特定最低賃金のよう

な、業種の細分化による最低賃金額設定を希望する声も聞かれた。 

■ 今後の景気回復への効果 



2018/10/25

特別企画: 最低賃金改定に関する九州企業の意識調査(2018 年)

 

5 
©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

 最低賃金については「働き方改革実行計画」（2017年３月28日 働き方改革実現会議決定）におい

て、「年率３％程度を目途として、名目ＧＤＰ成長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、

全国加重平均が1000円になることを目指す」と明記されているが、９割近くの九州企業が、今回の

最低賃金の引き上げを今後の消費回復に効果が「ある」と考えていないことも明らかになった。「経

営側としては、いくらでも賃金を上げてやりたいのが本音だが、それをするにも安定した継続性のあ

る経済対策を政府がやってもらわないと実現できない」（長崎県／鉄鋼・非鉄・鉱業）といった手厳

しい声も聞かれる。多重下請け構造の層が厚い業界ほど下層に存在する企業の経営が苦しくなるとい

った懸念もあるように、賃上げのみが促されれば中小企業の疲弊を招き、地方経済の衰退を加速させ

かねない。「賃金上昇に耐えうる中小企業のビジネスモデル再構築と、多様性を有した雇用について

最低賃金を適用するのが妥当なのか」（宮崎県／建設）をじっくりと検証し、より効果的な政策を立

案・実行していくことが求められよう。 
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